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昆布生産の聖地南茅部と海の森づくり 

―食材開発とコンブの多面的機能― 
【趣旨説明】 

 
 世界の総人口が 70 億人を越え、食糧問題が深刻化しつつある今、かつて水産王国を自

負した日本の水産の凋落振りは残念至極です。漁業従事者も高齢化と後継者難から 20 万

人を割り、多くの干潟や藻場は破壊され、国民の「親海性」もなくなり、このままでは、

水産業・漁業が産業としての魅力を失い、高齢者福祉対策産業になっても致し方ないでし

ょう。 
 
 石油危機と200海里時代に突入した1970年代以降、事態の改善が進まなかった理由は、

「漁業者が誇りを持って働ける水産ビジョン」の軽視・欠如でした。それはグローバリゼ

ーションの潮流の中で、日本は「海」という国の特徴、資産、資源を活かす工夫を怠って

きたからです。 
 
 「海の時代」の開幕と共に、各沿岸国は水産・漁業部門を強化し、一時的な水産振興は

見られましたが、乱獲は進み、陸上産業開発に伴う海洋汚染問題等に直面し、漁獲量も頭

打ちになり、自国の 200 海里内の漁業管理が持続可能な姿で機能しているところはほとん

どありません。肉食文化の欧米は、海の利用に関しては魚食文化を持つ国にかないません。

浮力を活かせる水産物の高生産効率や高血圧・成人病予防や脳の発達に役立つ高度不飽和

脂肪酸（含 EPA や DHA）や海藻に含まれるヨード等は、これからの人類生存の条件です。 
 
 「海の時代」へ向けた日本の課題は、「日本にしか出来ない海の利用モデル」の確立・提

示と魚食文化の普及です。その為には、過去の日本の水産の中で忘れられていた「海の森

づくり」の重要性に注目する必要があります。栽培漁業も海洋構造物利用も資源管理もラ

イフスタイルも「海の森づくり」と結びつけることで、その効果は大きく改善されます。 
 
 私たちは、基本的には、養殖技術を駆使したコンブ等大型海藻を使った海中林造成、海

洋施肥剤を使った磯やけ対策、勉強会による漁村の活性化に興味と情熱を持っております。

コンブは、南の海では準外来種ですが、12 月から 5 月といった冬場によく育ち、環境浄化

のみならず、自生の生態系を多様化し、環境に好影響を与えています。鹿児島県から出発

したこの運動は今では 16 県に広がっております。 
 
 昆布の生産量は減ってきているとはいえ、日本の昆布生産の最大拠点は北海道です。し

かし、北海道でも磯やけは進み、「海の森づくり」的発想は重要だと聞いております。その

結果、当協会の第 3 回こんぶサミットが東京で開催された 4 年前から次は北海道で「こん

ぶサミット」が出来ないかと模索してきました。その結果が今回のシンポジウムで、これ

が、北海道と私達を結ぶ一里塚になってほしいと願っております。今回のシンポジウムで

は、特に地元の関心事に焦点を絞るとことになり、「コンブを使った食材開発とコンブの多

面的機能」が選択されました。詳細プログラムは、以下の通りです。 
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NPO 法人「海の森づくり推進協会」 

海の森づくり第 10 回シンポジウム 
 

昆布生産の聖地南茅部と海の森づくり 

―食材開発とコンブの多面的機能－ 
 
【共 催】：道南伝統食品協同組合、NPO 法人川や海を守り伝統を伝える会 

（株）昆布ロード研究所 
【日 時】：2013 年 6 月 2 日（日）10：00-17：00 （～19：00 懇親会） 
【場 所】：ホテル函館ひろめ荘 
【参加費】1,000 円（スピーカー・報道関係者並びに学生証提示学生は無料） 
【資料代】 500 円（同上） 
【弁当･飲み物】持参 【懇親会費】4,500 円（懇親会参加者のみ） 
 
【趣 旨】基調講演では、南茅部町の昆布生産について学び、環境の保全に対する水産庁

政策とヨーロッパの海藻事情を幅広くご紹介いただきます。「コンブを使った食材開発」

は南茅部の昆布生産者の最大の関心事です。午後のパネル討議では、話題提供者夫々のご

専門の立場から、昆布ロード研究所の松本忍氏、南茅部の発展を求めて已まない成田省一

氏、川や海を守り伝統を伝える会の野村譲氏、北海道こんぶ研究会の村上俊哉氏、鹿児島

大学の複合エコ養殖提唱者の門脇秀策氏、日本漁場藻場研究所を新たに立ち上げた渋谷正

信氏らから南茅部の昆布生産者の関心事や将来にむけた前向きな話題提供と討議が続き

ます。パネル討議の最後には、聴衆との意見交換にも大きく時間を割き、南茅部町の昆布

生産者の関心事に焦点をあて、幅広い討論の場とする所存です。 
 
【目 的】食材開発とコンブの多面的機能を通して、昆布生産の聖地南茅部の昆布生産者

と海の森づくりの接点を追求する。 
 
【プログラム】 午前の部  

      総合司会：海の森づくり推進協会幹事長兼事務局長 藤野修二郎 
 

10：00-10：05 開会宣言と趣旨説明 海の森づくり推進協会代表理事 松田 恵明氏 
10：05-10：50 基調講演１ 昆布生産の聖地南茅部について 
         講師：尾札部昆布生産加工企業組合代表理事 大川岩男氏 
10：50-11：00 休憩 
11：00-11：45 基調講演２ 水産多面的機能発揮対策について 
         講師：水産庁漁港漁場整備部計画課企画班 本城谷 多一郎氏 
11：45-12：30 基調講演３ 欧州海藻未来（欧州海藻事情） 
         講師：薬膳料理研究やまと薬膳『いってん』主宰 オオニシ恭子氏 
12：30-12：35 事務連絡 
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12：35-13：30 昼休み 
 
【プログラム】午後の部 
13：30-17：00 パネル討議：コンブを使った食材開発と海の森づくり 
      司会： 日本大学 特任教授  堀田 健治 
          鹿児島大学名誉教授  松田 惠明 
 
話題提供 
１． 松本  忍氏 「昆布市場の変遷と課題―昆布は健康食品の王様―」 
２． 成田 省一氏 「昆布生産の聖地南茅部の将来－函館市のフード特区について」        

３． 野村  譲氏 「昆布増養殖と定置網漁業について」 
４． 村上 俊哉氏 「MoBA プロジェクトとエコ二クス社の藻場 LAND 事業」 
５． 門脇 秀策氏 「海藻とアワビの陸上複合エコ養殖のすすめ」 
６． 渋谷 正信氏 「漁業と共生する海洋開発」 

                          
15：00-15：10  休憩 
15：10-16：55  パネル討議（含総合討論）会場の皆さんの御意見大歓迎 
16：55-17：00  まとめと閉会の辞     
17：30-20：30  懇親会 
 
◆ これまでの「海の森づくり」シンポジウム 
2012  第 9 回シンポジウム「生物多様性と海の森づくりー海の森づくりの社会貢献－」 
2011  第 8 回シンポジウム「東京湾の環境と魚たち、今･昔」 
2010  第 7 回シンポジウム「海と森の共生」 
2009  第 6 回シンポジウム「海洋施肥と海の森づくり」 
2008  第 5 回シンポジウム「バイオ燃料と海の森づくり」 
2007 第４回シンポジウム「海洋環境と沿岸漁業振興問題解決策としての海の森づく    

り」 
2006  第 3 回シンポジウム「食糧･環境問題解決策としての海の森づくり」 
2005  第 2 回シンポジウム「里山、里地、里海を考えよう」 
2004  第 1 回シンポジウム「いま、なぜ海の森づくりか？」 
2003  講演会 「21 世紀の海づくり、魚づくり、人づくり」 
 
◆これまで「海の森づくり」こんぶサミット 
2009 第 3 回こんぶサミット in 壱岐・東京・重茂・青森・宇和島 豊な海との共生を目指して 
2007 第 2 回こんぶサミット in 壱岐･東京~環境と食育~ 
2005 第 1 回こんぶサミット in おおむら 
 
 
 
 

NPO 法人海の森づくり推進協会 
URL: http://www.kaichurinn.com  e-mail: matsuday2006@yahoo.co.jp 
秋田事務所:〒010-0872 秋田市千秋北の丸 5-72 電話＆Fax: 0180833-7734 

横浜事務所:〒241-0801 横浜市旭区若葉台 2-15-801 電話：090-49142345＆Fax:045-922-3448 
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【講師等プロフィール】 
 
総合司会  藤野修二郎（ふじの しゅうじろう） 

  NPO 法人「海の森づくり推進協会」幹事長兼事務局長・理事。 

大分県日田市出身。東京商船大学(現東京海洋大学)商船学部航海学科卒、

三井船舶(現商船三井)及び外資系船社で主として、外航定期船航海士・船長

としてキャリアを積み、その後、海洋開発・海のエンジニアリング分野の業

務に長年従事。山水総研株式会社執行役員として現在に至る。 

 

第 1 部：基調講演の部 
 
基調講演１ 大川 岩男（おおかわ いわお）：  
      尾札部昆布生産加工企業組合代表理事 

昆布生産の聖地南茅部について 
1944 年生まれ。16 歳から家業の漁師を継ぐ。元尾札部漁業協同組合理事。 
平成 16 年南茅部地区の漁協合併を機に、尾札部昆布生産加工企業組合を設立。 

 
基調講演２ 本城谷 多一郎（ほんじょうや たいちろう）：  
      水産庁漁港漁場整備部計画課企画班  

水産多面的機能発揮対策について 
1987 年秋田県生まれ、秋田県立鷹巣農林高校卒、2006 年４月水産庁入庁。    

・     以後、水産庁防災漁村課、瀬戸内海漁業調整事務所資源課を経て、2012 年４  
・     月から現在の計画課企画班において環境・生態系保全対策を担当及び本年度    
・     より水産多面的機能発揮対策事業を担当予定。 
 
基調講演３ オオニシ 恭子（おおにし きょうこ）： 
      薬膳料理研究やまと薬膳『いってん』主宰 

欧州海藻未来（欧州海藻事情) 
20 代はインテリアデザイナー。家具生産に疑問を持ち自然に密着した生活ス

タイルを食の改善啓蒙からはじめる。1981 年、渡欧。ベルギー、オランダ、

フランスを主舞台として食事指導。チェルノブイリ原発事故以降、海藻食の

すすめに傾注、2000 年頃から海藻を主にしたプロジェクトを展開。フランス

で海藻を一般家庭の食卓に、という趣旨で『自然からの贈り物、海藻』を 2013

年 4 月に出版。東日本大震災、福島原発事故の深刻さに日本での活動を決意、

奈良にて『いってん』を主宰し、日本での指導および日本からの海外発信を

始める。 
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第 2 部：パネル討議の部 
 
司   会：堀田 健治（ほった けんじ） 
      日本大学 特任教授 
       1945 年長野県生まれ、日本大学理工学部卒業、ハワイ大学大学院海洋工学

専攻修了、海洋科学技術に関する太平洋学会（米国）会長、ユネスコ・IOC

諮問機関海洋資源開発技術委員会会長。国連水産センター（マレーシア）委

員などを歴任。現在、JICA 派遣研修講師（水産・環境計画）などを歴任、現

在、海の森づくり推進協会理事、日本生態工学会理事。専門：海洋環境工学、

沿岸域管理計画。日本大学理工学部海洋建築工学科所属。 

 
同 司 会：松田 恵明（まつだ よしあき） 
      鹿児島大学名誉教授/国際漁業学会名誉会長/ 

NPO 法人海の森づくり推進協会代表理事 
   1939 年神戸市生まれ。北海道大学水産学部、同大学院水産学研究科修士課

程修了後、1968 年アメリカジョージア大学大学院農学研究科へ留学、改良普

及学分野で修士号、農業経済学分野で Ph.D を取得。その後、ウッズホール

海洋研究所並びに東西センター環境政策研究所で海洋政策を研究し、1980 年

に帰国。帰国後、鹿児島大学水産学部で国際海洋政策学講座を担当し、2005
年に定年退職。その後、世界銀行や IC ネット/JICA の水産コンサルタントを

経る。 
 
話題提供１ 松本 忍（まつもと しのぶ）：  
      株式会社昆布ロード研究所代表取締役  
      昆布市場の変遷と課題―昆布は健康食品の王様― 

1945 年生まれ。 
      1970 年中央大学史学部卒、松本食品工業㈱入社、㈱松本商店 入社。 
      2000 年松本食品工業(㈱退社 
      2001 年昆布ロード研究所設立 
      2003 年 7 月法人化 (㈱昆布ロード研究所となる。 
     コンブについて生産から加工・流通・消費など多面的に研究する。 

研究テーマは「昆布と健康」、「昆布と生命」 
 
話題提供２ 成田 省一（なりた しょういち）：  

南茅部の発展を望んで已まない函館市民。 

昆布生産の聖地南茅部の将来―函館市のフード特区についてー 
北海道の昆布養殖事業のパイオニア。南茅部で昆布加工を始めて 30 数

年！！現在はサハリンでロシア人と共に昆布を生産中。世界遺産の暫定リス

トに登録された大船縄文遺跡の真下に工場があり、ここから世界中に昆布情

報を発信して行きたい。6 月中旬には、例年通り、アイスン宗谷号でサハリ

ンに向かう予定。 
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話題提供３ 野村  譲（のむら ゆずる）：  
NPO 法人「川や海を守り伝統を伝える会」理事長  

昆布増養殖と定置網漁業について 
昭和 29 年生まれ。函館市臼尻町出身。６代にわたる沿岸漁業並びに水産加

工会社である久二野村水産株式会社の代表取締役。「川や海を守り伝統を伝え

る会」では地域の沿岸漁民の環境問題等のシンポジウムを開催するなど啓蒙

運動を通して日本沿岸漁師の長期持続可能な漁業を目指して積極的に活動中。 

 
話題提供４ 村上 俊哉（むらかみ としや）：  

NPO 法人「北海道こんぶ研究会」会員/株式会社エコニクス海域環境チーム員 

MoBA プロジェクトとエコニスク社の藻場 LAND 事業 
1986 年：沿海調査開発㈱（現：株式会社エコニクス）に入社以降、海域環境  

モニタリング調査、自然環境との調和に係わる企画提案・調査業務 

に従事。 

2008 年：神恵内村で、北海道日本海海域における藻場づくり試験調査に従事 

2009 年：NPO 法人北海道コンブ研究会入会 

2010 年：神恵内村藻場 LAND 事業に従事 

       
話題提供５ 門脇 秀策（かどわき しゅうさく）： 
      鹿児島大学水産学部教授 

海藻とアワビの陸上複合エコ養殖のすすめ 
      1990 年北海道大学水産学博士、1999 年鹿児島大学水産学部教授。専門：水

産増養殖学、養殖環境の管理と保全。特許：「冷凍コンテナを利用したアワビ

陸上養殖システム」および「藻類の促成栽培装置と栽培方法」。現在、持続生

産可能な環境保全型養殖をめざして、「海藻類と魚介類の環境保全型複合エコ

養殖」を海面及び陸上で研究中。著書：「海面養殖と養魚場環境、酸素収支」、

「漁場環境に調和した養殖生産と適正給餌による経営改善の事例」、「浅海養

魚場における環境保全型複合エコ養殖のすすめ～自然再生への道を求めて

～」等。 

 
話題提供６ 渋谷 正信（しぶや まさのぶ）： 

株式会社渋谷潜水工業・株式会社オーシャン・グリーン代表取締役、日本漁

場藻場研究所理事長。 

漁業と共生する海洋開発 
水中構造物の建設における潜水士として 35 年余り、世界各地での潜水時間は

3万 5千時間を超える。テクノ・オーシャン 98’ にて「海洋構造物の魚礁

としての可能性」と題して発表、月刊土木施工第 48 巻 11 号に「自然を再生

する技術・北海道増毛町・舎熊海域における藻場の復活」を発表。現在、「海

洋再生可能エネルギーと漁業との共生」をテーマにイギリス・オランダ・フ

ランスとの共同研究を行いつつ、日本への洋上風力・潮力発電の推進を展開。 
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基調講演の部 
 
【基調講演１】大川 岩男 
 

昆布生産の聖地南茅部について 
尾札部昆布生産加工企業組合代表理事 大川 岩男 

  
 ここでは、長年海と向き合い生きてきた経験談を中心に語りたい。また、地球温暖化に

よる海の変化やそこに住む生き物の変化を実務者の視点で述べたい。これから後継者を作

るにはどうしたら良いか？次世代の漁師はどうあるべきか？等考えなければならない課題

は多い。 
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【基調講演２】本城谷 多一郎 
 

水産多面的機能発揮対策について 
水産庁漁港漁場部計画課企画班 本城谷 多一郎 

 
水産業・漁村は、安全で新鮮な食料を安定的に供給する本来機能の外に、国民の生命・

財産の保全機能、地球環境保全機能、漁村文化の継承機能など多様な多面的な機能を有し

ており、これら機能が国民生活や国民経済の安定に貢献し、広く国民の皆様に享受されて

きたところです。 

 

しかしながら、我が国水産業・漁村の現状は、漁業者の高齢化、漁村人口の減少等の問

題が深刻化しており、これまで提供してきた多面的機能を十分に発揮することが困難な状

況となっております。 

 

そのため、水産庁では平成 25 年度予算に「水産多面的機能発揮対策」を新たに３５億円

計上し、漁業者等が行う多面的機能の発揮に資する活動を支援することとしております。 

 

なお、平成 21 年度より行ってきました藻場や干潟等の保全活動への支援を行う「環境・

生態系保全対策事業」は、平成 24 年度で終了し、新たな事業として当該事業を策定しまし

た。新たに策定した事業においても、これまで行ってきました藻場や干潟等の保全活動へ

の支援を引き続き出来るよう措置しています。 

 

新たなる事業における支援の対象は、以下の３つの柱に関する活動への支援です。 

 

一つ目の柱として、① 国民の生命・財産の保全に資する活動で、例えば、国境の監視、

海難救助等の訓練や、実際の監視等への活動支援を、 

二つ目の柱として、② 地球環境保全に資する活動で、例えば、藻場・干潟等の維持・保

全、漂流・漂着物処理、海洋汚染対策、種苗放流、漁場環境保全のための植樹等への活動

支援を、 

三つ目の柱として、③ 漁村文化の継承に資する活動で、例えば、地域資源を利用した教

育と啓発の場の提供、漁村の伝統文化・食文化等の伝承機会を提供するために必要な支援

を行うことと考えています。 

 

今回は当該事業の概要をご紹介させて頂き、より多くの方々へ御理解を深めて頂ければ

と思います。 
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【基調講演３】オオニシ 恭子 
 

欧州海藻未来 
やまと薬膳『いってん』主宰 オオニシ 恭子 

 
１９８１年に渡欧し、食が健康の基本だという信念を持って、多くの病んでいる方々の

ケアーなど食の指導をしてきました。１９８５年のチェルノブイリ原発事故以後は、何を

食べればよいのか、食で被爆を逃れた長崎の秋月博士の体験を参考に、あるいは広島で被

爆し、生還した平賀夫人の経験などをたよりに海藻が良いと言ってきた。海藻を食べ慣れ

ていない欧州人は海藻を、皿の外につまみだしてしまいます。食肉汚染や狂牛病が発生後、

魚肉に目を向けましたが、海洋汚染が論じられ，魚は重金属汚染で危険と言われ、食を大

切だと考える人たちの間では徐々に海藻食はひろまってきました。しかし、ひじきにヒ素

が入っているから輸入禁止となったり、フランスの海岸でアオサが有毒化して馬が死んだ

ということがあり、海藻は危険というイメージを与え、その上福島原発事故が起き汚染水

が海洋に流れていると言うニュースの後では日本産の海藻はシャットアウトされ、自国の

海藻を開拓発掘しようと言う傾向に急速になりました。今でも海洋汚染の海藻への影響を

懸念する声は決して静まってはいませんが、それでも海藻プロダクトは確実に増え、普通

のスーパーや雑貨屋で見る様になり、オランダ、ベルギーフランスで雑誌やテレビ、新聞

などの記事になるのも頻繁になりました。 
 

 オランダでは当初大学関係では海藻から作るエネルギー源やサプルメント製造に力を入

れる勢いが『海藻は未来を運ぶ』といい、海藻ブームになり、海藻食もおおいに報道され、

一流レストランなどでも海藻は出されるようになりました。フランスでは自国の海藻プロ

ダクトを欧州の他国に輸出し、スーパーなどで売っています。しかし、海藻の業者でさえ、

実は海藻が本当によいのか自信が持っていないのです。私などが行きますと、とても確認

したがります。私は諸々の不幸な事故の後だからこそ、日本は海洋国の先輩、海藻を長年

食べてきた国として海藻に関しての正しい情報や、技術など、世界に積極的に発信すべき

だと考えます。その為には国、海藻関係の人々が力を合わせて海藻の再調査をし、現状下

での再調査をし、新たなデータを集積し、注目されるべき場所、たとえばパリの日本文化

センターなどを使って海藻に関してのすべてを見せるイベントをするなど、海藻に関して

の力強い発信をし、リーダーシップをとるべきだと考えます。   
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第２部 パネル討議の部 
 
【話題提供１】松本 忍 
 

昆布市場の変遷と課題 
―昆布は健康食品の王様－ 

株式会社昆布ロード研究所代表取締役 松本 忍 

 
秦の始皇帝が、家来の除福を東海の島に遣わして求めた不老長寿の薬は、日本の昆布で

あったとの説がある。全部を信頼することは出来ないが、昆布は不老長寿の薬であろうと

言うのは本当である。 
 
① 昆布の成分中、最も大いのがアルギン酸である。これは人間の消化器の中で消化

されない。それ故昆布の持つエネルギー、あるいはカロリーは求められない。昆

布はノンカロリー食品とみなすことが出来る。現代人類は飢餓に面して困ってい

る者もあれば、飽食していて、飽食が原因で成人病になっている者も多く見出さ

れる。飽食しているものにとって、昆布あるいはアルギン酸を食品として利用で

きるならば、極めて都合が良い。なぜであろうか？ 
    人類の祖先が何百万年、何十万年前から、次第に現代人の姿に近づいてきた。 
   最初の人類は雑食性であり、栄養価の低い、消化の良くないものを摂取していて、

消化器官の構造は、消化の良くない雑食に適したものになり、それがそのまま続

いて今日に至っている。 
    現在の食物には、蛋白質が多く含まれ、また、精製されていて、消化の良いも

のになっている。そのようになったのは、ここ数百年の間のことで、しかも急に

質的向上を示したが、消化器官の構造は、以前の難消化性の雑食の時からあまり

変化していない。従って現在の高蛋白質、高カロリーの消化のされやすい現代食

を摂っているため便秘をひきおこし、発ガンの可能性を増やしたり、慢性的な成

人病を引き起こしたりしている。それを防ぐには昆布のような低カロリー、雑消

化性の食品を摂る必要がある。これが昆布の第一の利点である。 
② 第二の利点を述べる。肉食を多く摂る人に昆布が必要である。なぜならば、肉類

には、S, P, Cl が多く含まれていて、代謝の最後には、硫酸、燐酸、塩酸とな

る、一方昆布には、K、CaMg のアルカリ性の塩類を多く含み、肉類の酸性を昆

布のアルカリ性で中和しているのである。 
 ③  第三の利点は、昆布の葉の中にヨウ素が非常に多いことである。昆布ほどヨウ素

を含んでいる食品は他にない。ヨウ素は人体内において甲状腺ホルモンの一部と

なり、人間の成長、発達を調節する作用がある。人間にとって最も大事な成分の

1 つである。昆布は食品中で最も適切なヨウ素の供給源である。 
④ 第四の利点は、有害元素を人間の体内から除去することである。例えば、放射性
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同位元素のストロンチウムは人間の体の中でアルギン酸と化合し、水に溶けにく

い形になって、対外に排泄される。また、イタイイタイ病の原因となるカドミウ

ムもストロンチウムと同じようにアルギン酸と一緒になって排泄される。 
⑤ 第五の利点は、昆布の中のアルギン酸の一部が、アルギン酸カリウムの形で存在

し、これが人間の胃液の酸により分解され、分解されたカリウムは人体に吸収さ

れるが、アルギン酸だけが腸に移り、ここで腸内に多く存在するナトリウムと結

合し、体外に排出される。結果的には、昆布食により、人体内のナトリウムがカ

リウムに置き換えられたことになる。 
成人病の 1 つとして高血圧症がある。この患者はナトリウムの摂取を出来るだ

け抑え、カリウムの摂取を多くする。血圧の高い人にとって昆布は望ましい食品

である。 
      （参考文献 大石圭一著『昆布の道』） 
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【話題提供２】成田 省一 
 

昆布生産の聖地南茅部の将来 
―函館市のフード特区について－ 

南茅部町の発展を望んで止まない函館市民 成田 省一 

 
2012 年 4 月 2 日にフード特区構想が立ち上がった。函館地区は水産関連の大学・研

究機関が集積し人材が豊富なことと、豊富な水産資源（全道 2 位の昆布・全道 1 位のす

るめいか）がある事から、水産分野の「特区」が認定された。 
 

 私は「フード特区」に日本のうまみ文化を育てた「昆布」を考えてみたいと思う。2004
年、函館市に編入された南茅部町、椴法華村、恵山町、戸井町は函館市の昆布生産基地

である。(年間 6,000 トン・60 億円が生産量・生産額である)年々生産は減少傾向にある

が、最盛期 8,000 トンの生産高は昆布産業を支えてきたものである。その品質は他生産

地を圧倒し、高度な養殖事業は 45 年の歴史を有している。現在、生産者の高齢化と後

継者不足が大きな問題となっている。フード特区の目的は東アジアの市場に売り込むこ

とと食のバリューチェーンを確立することである。 
 
 函館には歴史的な遺産がある。縄文交流センターでは、縄文 10,000 年の歴史を検証

している。北方資料館や博物館にはアイヌ民族の暦史や北洋漁業の業績が展示されてい

る。更に、高田屋嘉兵衛の北方資料館があり、中華会館がある。その根底を支えている

のが「昆布」である。 
 
 歴史を振り返ると、昆布の輸出ルートは函館→沖縄→福建省のルートであり、その昆

布を生産した函館の漁業家は、択捉島開発の先駆者であった。更に、北洋漁業の基地と

してカムチャッカに至る千島開発は日露漁業が担っていた。この歴史を検証し、国際港

湾都市にふさわしい水産都市の復興を考えるに至っている。その意味で「特区」構想は

現実に向けて一歩踏み出す時代である。 
 
 つづきは、本要旨集最後の「別紙」を参照下さい。 
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【話題提供３】野村 譲 
 

昆布増養殖と定置網漁業について 
NPO 法人川や海を守り伝統を伝える会理事長 野村 譲 

 
 天保10年（1839）当時、東北南部地方より網大工を招いて、この地に大謀網を建てたのが

北海道の建網（定置網）の始まりです。日本有数の一大真昆布の産地でもあり、縄文の古代

より豊穣の前浜によって支えられてきた函館市南茅部地区で、当社は昭和の始めより水産加

工を手がけ、戦後の復興と共に水産加工を本格化、定置網の経営にも着手し現在に至ってお

ります。 
 
 1970年代頃より、それまで門外不出とされていた船頭の網の技術を大学に公開、提供し、

定置網漁業に学術、科学を持ち込みました。定置網の漁獲物、海水温、潮流の変化等々、定

置網海苔店を生かした定点観測情報を開示し、入網した鯨類やウミガメ等も大学、研究機関

に提供し続けてきました。現在は、文部科学省の支援を受け、函館未来大学、北海道大学、

東協農業大学が進めているユビキタスブイと太陽光発電システムを利用する新タイプの魚

群探知機の開発に参画しています。 
 
 定置網漁業は、新鮮な魚を国民へ供給するだけでなく、雇用も含め漁業を生業とする地域

コミュ二ティーの維持・活性に大きく貢献しています。定置網漁業は、環境にやさしい「待

ちの漁業」であるばかりでなく、潮流に乗って流れて入網したゴミ・漂流物も取り上げ、清

掃にも貢献しています。 
 
 この10年は水揚げがその年のよって非常に大きく変動するようになってきました。その理

由には、地球温暖化なり、様々な事があると存じますが、その中で、今後定置網漁業をいか

に維持管理して行くかは大きな課題となっています。 
 
 そこで、一昨年はマリン・エコラベルを取得しました。これは、資源管理をしている漁業

を支援するシステムです。当方では、定置網の網目を大きくしてスケトウダラ・サケなどの

稚魚幼魚を逃げやすくし、ウミガメやイルカを保護していることが評価されました。 
 
 COP10の会議では、自然保護のための海洋保護区の概念が議論されています。また、今日

の会議では、海藻増養殖と定置網漁業との関係を話せと宿題が出されました。この様なこと

は、これまで考えてもいなかったことですので、何と言って良いかわかりませんが、気の付

くままに話させていただきたいと存じます。今日がスタートポイントです。 
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【話題提供４】村上 俊哉 

 

「MoBAプロジェクトとエコニクス社の藻場LAND事業」 
北海道こんぶ研究会会員/㈱エコニクス 環境事業部 海域環境ﾁｰﾑ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 村上 俊哉 

 

１．北海道こんぶ研究会/MoBA プロジェクト 

 

北海道こんぶ研究会は、様々な専門・得意分野をもつ人々が集まり、活動する場所です。

現在の推進事業は、①北海道各地のコンブをストックし、地域の財産として預かる『こんぶ

種苗管理事業』（コンブ種苗の収集・保存）、②北海道のコンブの良さ・独自性を広め、コ

ンブへの関心を高める『こんぶ啓蒙事業』、③次世代へコンブの生態や味を知ってもらい、

コンブへの関心を高める『こんぶ関連教育事業』、④コンブの美味しい食べ方を研究・情報

収集・提案する『こんぶ活用研究事業』、⑤磯焼け対策などの取り組み等、コンブの森を創

る・守る試みの『こんぶ生育環境改善事業』です。 

 

MoBAプロジェクトはこれらを融合した取り組みで、具体的には予め実験室内で増やした

健康なコンブの保管株を活用して海底に沈める磯焼け対策や三和建設（大成町）がホソメコ

ンブの陸上養殖施設を造り、ホソメコンブの新芽を「お刺身コンブ」として生産販売する事

業などがあります。健全なコンブ糸状配偶体の作出は、研究会メンバーである四ッ倉准教授

（北大）の指導の下進めています。 

 

       
  ④コンブの美味しい食べ方を研究・情報収集・提案する『こんぶ活用研究事業』 

 

2. エコニクス社/藻場LAND 事業 

 

現在コンブやホンダワラ類といった大型の海藻類が消失し、無節サンゴモという硬い石灰

質の海藻が海底を覆い、そこにはウニ類が高密度に生息する『磯焼け』と呼ばれる現象が北

海道日本海側では広く確認されています。この現象により、ウニ類やアワビ等の餌、魚類の

産卵場や仔稚魚の成育場が失われ、漁業活動に大きな影響を及ぼしています。『磯焼け』の

原因には、海水温の上昇、栄養（塩類）の不足、ウニ類による食害等、様々な要因が重なり

合っていると考えられていますが、神恵内村『藻場LAND 事業』では、藻場の保全活動を忠

実に実践した結果、コンブ場が形成されました。実施した内容は、海藻（コンブ）をウニ類

から守る活動、海藻（コンブ）を増やす活動の2 つです。 
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①海藻（コンブ）をウニ類から守る活動 

活動母体となる古宇郡漁業協同組合神恵内村支所浅海部会員の参加形態に配慮し、海藻

（コンブ）をウニ類から守る活動は、ウニ類の侵入を阻むフェンスの作製を行い、ダイバー

による固定を実施しました。フェンスは水深3～5m の海底面に、予め固定していたチェー

ンに固縛しました。 

フェンス設置後の11月中旬以降に、ウニ類の密度管理を定期的に行い、最大で32 個体/㎡、

平均で18.9 個体/㎡生息していたウニ類の生息密度を5 個体/㎡以下になるよう活動をしま

した。 

 

②海藻（コンブ）を増やす活動 

海藻（コンブ）を増やす活動も活動母体となる古宇郡漁業協同組合神恵内村支所浅海部会

員の参加形態に配慮し、袋状に加工した特注の生分解性素材のコンブ用スポアバッグを用意

し、子のう斑が形成されたホソメコンブ及び錘用の玉石を準備した後に海中へ投入しました。

なお、子のう斑が形成されたホソメコンブは、一晩あんじょう（陰干し）したものを使用し

ています。 

 

③活動結果及び成功要因 

2010 年11 月18 日から実施しているウニ類の生息密度及び海藻類の出現状況を図に示

す。冬季間は時化が多く、密度管理が十分に行き届かなかったものの、造成した1,000 ㎡の

範囲内をくまなく管理（手入れ）することで、ウニの生息密度は概ね管理基準とした 5 個
体/㎡以下の密度を維持することが出来ました。 

海藻類は2011 年2 月22 日時点よりエゾヒトエグサが確認できるようになり、ホソメコン

ブは2011 年5 月 25 日には葉体被度で57.5％も確認できました。 

遊走子（コンブの種）の多くは 6 時間以内に着生すると考えられています。研究会メン

バーである秋野（中央水試）らによれば、自然な状態における遊走子の移送範囲は 1.77 ～
4.12km 程度と見積もられていることから、造成区内に投入したスポアバッグからは、さら

に狭域の範囲に着生したことが推定でき、冬場の日本海の時化にある程度耐えるフェンスを

固定し、月1 回程度の密度管理を行い、さらに、人為的に種を撒く事が、コンブ場形成の成

功要因として考えています。 
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【話題提供５】門脇 秀策 

 

海藻とアワビの陸上複合養殖のすすめ 
鹿児島大学水産学部教授 門脇 秀策 

 

共生、再生、循環、融和、継続、参加型の希望ある未来社会を目指して！ 

今春、海の森づくり推進協会ゆかりの男鹿栽培コンブを餌として、世界自然遺産白神山

地に囲まれた秋田県八峰町が旧八森小学校の敷地（11,000m2）を５年間無償貸与し、日本

白神水産㈱が地元青壮年と共に、エゾアワビを年間に国内最大規模の 200 万個の生産を目

標にして、産・官・学・民が連携した陸上複合エコ養殖事業を開始した。 

 

船の冷凍コンテナを再利用して、陸上養殖の技術を取り入れた最新の設備で、アワビの

ふ化、育成、加工、輸出まで 4年後に 6次産業を構築する。断熱材で覆われた暗条件の冷

凍コンテナを使うと、海面養殖と違ってエヤコンで内部温度を一定に保つことができ、ア

ワビは従来の倍の成長速度で育つので、生産効率が上がり、単価も抑えられる。卵をふ化

させ流水式で2年半ほどかけて6～7cmに育てたアワビは約半年で9cmほどまで育てて出荷

する。本陸上養殖システムは国内外 16 ケ所で実用化されている。今後、旧八森小体育館に

は干しアワビ、干しナマコ等の加工設備も導入して、アワビを量産できれば価格も下がる。

国内の水産加工会社やホテル、スーパーのほか、中国などの海外市場も視野に入れている。 

 

八峰町の加藤和夫町長は雇用機会の創出（開始時に 5名地元雇用、フル操業時にはさら

に 17 名増員）などの地域経済回復への波及効果が大きいとして、遊休 2施設を利活用した

「町おこし」にもつながり、産・官・学・民が連携した町の活性化を目指して全面的にバ

ックアップしている。なお、誘致企業の認定は県外資本 50％以上、投資額１億円以上（空

き工場活用の場合 2千万円以上）が条件。認定されると、県企業立地促進資金による年利

1.8％、上限 10 億円（空き工場活用の場合 5億円）の融資を受けられる等のメリットがあ

る。 

 

八峰町は将来像を「白神の自然と人とで創る安らぎのまち」と掲げており、白神八峰商

工会は毎年夏に「八峰白神アワビの里づくり祭り」を開催している。その基盤は、栽培養

殖コンブによる海の森づくり、アワビづくり、町づくり、人づくりといえよう。 
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付図 アワビふ化飼育施設配置図 

 

第三期モデルシステムフロー（H22.10～）
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【話題提供６】渋谷 正信 
 

漁業と共生する海洋開発 
株式会社渋谷潜水工業代表取締役 渋谷 正信 

 
  長崎県壱岐の島に社団法人「日本漁場藻場研究所」を平成25 年に開設した。 

（平成25 年3 月より本格的に稼働） 

 

開設の経緯は、長崎県の海洋再生可能エネルギーの推進をはかるには漁業との共生が 

必要であるとの方針からきている。海洋再生可能エネルギー＝洋上風力・潮力発電・波力発

電等の設置海域と漁場藻場の共生はどのように行っていったらよいのか、その調査・研究を

当研究所で実施する。 

 

ヨーロッパでは、すでに、ヨーロッパ海洋エネルギー実証センター（ＥＭＥＣ）が、イギ

リス・オークニー島で設立、運用されていて潮力・波力発電の実験サイトならびに商業化発

電の開発がすすめられている。またヨーロッパでは、洋上風力発電の開発はめざましく、こ

れもすでにイギリス・ドイツ・オランダ・フランス・デンマークなど、ヨーロッパ各国で商

業化され、産業となっている。 

 

日本漁場藻場研究所は、4 年前よりヨーロッパ各国の大学、研究機関、開発会社と交流を 

開始、海洋再生可能エネルギーと漁場藻場のデザイン開発等について共同研究を行っている。 

 

  海の中の発電施設をつくると共に、海の中の漁場藻場を豊かにする技術の開発を行うた

めに、 当研究所が設立され、活動を開始しつつあるが、壱岐の島では、2008 年～2012 年

の5 年間、「漁場有効活用のための藻場調査」を行ってきた。この地域に密着した漁場藻場

の再生活動は、地元ならびに長崎県からも高く評価され、現在も壱岐の漁業者と漁場藻場の 

再生・活性化の事業に継続されている。 

 

一方、当研究所では漁場藻場づくりの人材育成にも力を注いでいる。地元、壱岐の島や 

長崎県より人材を募り、現在5 名の若手研究員の養成を行っている。今後は、漁場藻場づく

りを志す人材を全国から募り育成する方針である。又、海外との人材交流も積極的に展開す

る方針で、オランダ、イギリス、フランスなどの海外研究機関からの人材交流プログラムを

今年度より実施予定である。
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別紙：函館市のフード特区について 

成田 省一 
はじめに 
 
2012 年 4 月 2日にフード特区構想が立ち上がった。函館地区は水産関連の大学・研究機

関が集積し人材が豊富なことと、豊富な水産資源（全道 2位の昆布・全道 1位のするめい

か）がある事から、水産分野の「特区」が認定された。 

私は「フード特区」に日本のうまみ文化を育てた「昆布」を考えてみたいと思う。2004

年、函館市に編入された南茅部町、椴法華村、恵山町、戸井町は函館市の昆布生産基地で

ある。(年間 6,000 トン・60 億円が生産量・生産額である)年々生産は減少傾向にあるが、

最盛期 8,000 トンの生産高は昆布産業を支えてきたものである。その品質は他生産地を圧

倒し、高度な養殖事業は 45 年の歴史を有している。現在、生産者の高齢化と後継者不足が

大きな問題となっている。フード特区の目的は東アジアの市場に売り込むことと食のバリ

ューチェーンを確立することである。 

函館には歴史的な遺産がある。縄文交流センターでは、縄文 10,000 年の歴史を検証して

いる。北方資料館や博物館にはアイヌ民族の暦史や北洋漁業の業績が展示されている。更

に、高田屋嘉兵衛の北方資料館があり、中華会館がある。その根底を支えているのが「昆

布」である。 

 歴史を振り返ると、昆布の輸出ルートは函館→沖縄→福建省のルートであり、その昆布

を生産した函館の漁業家は、択捉島開発の先駆者であった。更に、北洋漁業の基地として

カムチャッカに至る千島開発は日露漁業が担っていた。この歴史を検証し、国際港湾都市

にふさわしい水産都市の復興を考えるに至っている。その意味で「特区」構想は現実に向

けて一歩踏み出す時代である。 
 
① 昆布を巡る時代背景 
 
 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は日本人に覚醒をもたらした。函館市は大間原発とは

津軽海峡を挟んで 20 数キロの位置にある。東通原発や六ヶ所村再処理工場がある。福島

原発事故により、他人事のように考えてきたものに対し、生活不安感が広まっている。次

の世代に良好なる環境を残し続けるためには何が必要なのか。第一次産業の復興を考える

べき時ではないだろうか。 
 私の住む南茅部地区は最盛期人口 14,000 人から現在は半減している。近未来では 3,000
人から 5,000 人と予想されている。水産生産額 100 億円、昆布と定置網漁船漁業が暮らし

の源泉となっている。温泉資源もあり、近い将来にはユネスコの世界遺産登録も迫ってき

ている。全ての資源を活用し、永続的生産体制を築き、次世代が安心して暮らせる環境を

整備する必要があると考えられる。 
 私は、2000 年からロシア極東サハリン州に行き昆布生産を指導してきた。その切っ掛け 
は大間原発建設であり、昆布加工センターの設立に賭けた仕事が成就したことで、南茅部

町時代に手がけた地場産業振興センター、自らの経営する有限会社漁師手作り、を経営破

綻させたことである。自己破産は免れたが、その経営は道南伝統食品協同組合に引き継が

れた。借財４億 3,000 万円を背負って、サハリンへ行ったのだ。債権者が破綻して借財は

2,000 万円程度に圧縮されている。今、南茅部地区の浜で 16 年ぶりに夏の昆布漁を見てい

る。生産者は高齢化し、家族労働の限界を見ているのだ。地域内の集団化に協業化が問わ
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れている。現在の過剰となる労働体系は若者に夢を与えない。嫁が来ない。現実を解決す

る気概さえもないのである。 
 一方、京阪神地区の昆布業界の動向であるが、生産地の状況と近い経済状態となってい

る。年々生産高が減少するのであるから担い手たる卸売業者、加工業者はその取扱高が減

少する。そのために会社破産・廃業が続いている。スーパーマーケットや生協に並ぶ昆布

製品は多種多様である。しかし、百貨店の低迷があり、老舗昆布店の未来は決して明るい

ものではない。昭和 30 年代から常に昆布の価格は上昇傾向であった。昭和 45 年は一大転

換点であった。需要が旺盛なことから、中国産昆布の輸入が実現した。その対策として、

道内の産地では養殖事業が拡大されていた。年間需要 32,000 トン、中国輸入昆布の輸入

が 3,000 トン、調整加工品 5,000 トンがピークであったのではないか。 
 昭和 40 年代から産地加工が始まった。１.5 次産業化を北海道全体でやることになった

わけだが、大半の業者は原料昆布の出荷と下請け的な加工システムを確立させていった。

現在では、全道で 100 億円程度（加工品を含む）の取扱となっているのであろう。 
 北海道の中でも、大阪型の昆布加工は道南地区に集中している。規模も拡大され、加工

品の品質も向上してきた。ここで問題になるのは、北海道漁連の共販体制である。あくま

でも加工原料の安定供給を図る方針の下で、産地加工の拡大を意図していないのだ。今回

の特区構想に「昆布」が含まれる可能性は少ないと感じている。しかし、産地の衰退、す

なわち、生産規模の縮小を実感する時、六次産業化を含めて、大きな改革の起点となる可

能性を秘めている。 
 
② 特区構想の実現に向けて 
 
 昆布の生産加工販売の特区を実現する為に何が必要であるのか。第一番目は南茅部漁協

の意識改革である。垂直型の北海道漁連主導の原料販売システムを産地加工型に移行する

ことである。その根幹となるのは専有漁業権に対する改革と、IQ 制度の撤廃に向けた考え

方の統一となる。六次産業化を目指す漁業者に対して、一物一価の原料昆布販売価格維持

は時代の要請に応えていないこととなる。多種多様な生産システムを作るためには何が必

要なのか。 
 先ずは昆布保管倉庫と一次加工の集約システムの構築となる。生産者が採取・乾燥→整

形→梱包の現在はこのシステムを一漁家ごとに実施しているが、集約システムの構築とは、

乾燥工程までを漁家担当として、切断や整形を用途別に対応させるシステムを作ることで

ある。生産者は海の畑の管理と一次乾燥を担当し、生産高も各自の家庭事情に合わせて実

施する。1.5 次加工、さらには二次加工を担当するのは 65 歳以降の生産者が行う。更に若

者や家庭主婦の労働の場となるのだ。一次乾燥処理時点で収入を精算できる仕組みとなる。

海の畑の管理は熟練の技術が必要であるが年々減少する生産者に対して 5 区画程度に集約

して合理化を図ることだ。現在の流通体系は過度なる要求に応じる体制であり、機械化や

オートメーション化を拒んでいる感がある。各漁家ごとに漁船があり、大型トラックがあ

り、小型乾燥場がある。生産の合理化は家業を残しながら所得が上がるシステムに繋がる。 
 現在の産地加工の問題点はなにか。精算と加工と販売が同時に進行することである。漁

協への決済は全て現金であり、仕入れ後 1 週間程度である。毎週繰り広げられる入札会、

そして昆布共販への値決め制度である。産地加工を拡大するためには在庫ファンドを立ち

上げることである。現行の漁協制度を活用し、六次産業化を目指すのであれば、昆布を保

管する倉庫機能を産地に構築することである。そのためには、10 億円程度のファンドを組

み、産地主導の産地価格システムを形成することである。ここには産地加工業者、消費地

加工業者が参加する仕組みを作ることとなる。昆布業界の衰退は生産量の減少と消費者の
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嗜好の変化である。「だし文化」から「サラダ感覚」の昆布製品作りや医薬品、化粧品、健

康食品への期待である。 
 ある意味では福島原発事故は大きなチャンスとなっている。ヨードの摂取や 10cm 角 2
枚昆布の活用が宣伝された。味噌汁や塩梅干しが注目された。これを原発を抱える国々に

売り込むチャンスとなっている。 
 1986 年のチェルノブイリの原発事故の時、サハリンの昆布はウクライナやベラルーシに

持ち込まれている。日本の高度な生産体系で作られた昆布製品を輸出する動機が存在して

いることになる。 
 2012 年 6 月 26 日から 28 日まで、韓国の環境団体 10 名が来訪した。縄文文化センター

で縄文 10,000 年の歴史を学び、昆布養殖場で生昆布を食べながら、41 基の原発問題に危

機感を持っていた。昆布食を学んで帰国したのだ。 
 
③ 函館発の長寿食を世界に発信する 
 
 南の海で昆布養殖を成功させた故境 一郎氏は医療法人徳洲会に招かれていた。沖縄の

長寿食は昆布を活用する独自の食体系を生んでいる。中琉貿易の大半が昆布であり、薩摩

藩の巨額の赤字を解消し、明治維新の倒幕資金となったという歴史がある。その歴史を検

証して、沖縄では長寿食を東アジアに販売しようと考えている。沖縄ではサオ前昆布、長

昆布が消費流通の主体であるが、現在では中国産昆布も扱っているようだ。台湾や福建省

の料理体系の中に北の海で育つ昆布を貴重品として扱ってきた。しかし、中国の養殖昆布

の拡大により、北海道産は高価であるから、年々取扱量が少なくなってきている。 
 医療法人が長寿食のモデルを作る。そのために昆布養殖の実践を行った。しかし、世界

中に発信するためには原料昆布の確保が必要条件となることから、北方四島の昆布資源調

査を考えている。現在、北海道大学では、未利用海藻資源の開発に注力している。既に、

フコイダンは各種食品に添加されている。それ以上に癌対策として注目され続けている。

昆布の有効成分抽出技術は確立されつつある。 
 問題は革新的技術をどのようにして、生産地に直結させて新製品を作るかが問われてい

る。エキス抽出技術、微細粉末製造技術などを復合化させて、高付加価値の昆布製品化が

求められる。長寿食を製造するための諸設備は高度な食品製造管理が基本となる。そこに

は、冷凍冷蔵設備、温度差保管設備、輸出向けの高度な検疫管理体制が確立されなければ

ならない。長寿食は医療食を前提として、古来からの日本人の叡智を結集させて行い、21
世紀の未来産業となり得るものである。 
 
④ 昆布の評価基準について 
 
 昆布の評価基準は乾燥昆布の美しさと旨味の評価となる。伝統的な評価基準は黒色であ

ること、採取時期、採取場所を評価したものである。海の育成環境と漁業者の製品化過程

の吟味度に基づくものである。特に道南物（大半は函館市産となる）は献上昆布の歴史が

あり、規格品の作り方は厳密である。工芸品的な価値を有している。 
 浜に伝えられるものは、関西の超一流百貨店に陳列された天然真昆布の存在である。大

阪昆布老舗の塩昆布の評価がそのまま産地の価値となってきた。そこに、1970 年以降の 2
年養殖昆布、促成昆布の参入があった。ここで浜軽差論が出てきたのだが、最近は生産地

事情を飲み込んだ価格体系が存在してきた。 
 国内流通させるためには、従来の視覚的検査方法にプラスして【うまみ度計】を開発し、

科学的根拠を持ち込むことではないかと思っている。昆布の歴史ははるか縄文時代に遡る
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のだが、流通が本格化するのは、明治維新以降であろう。富国強兵の明治政府は帝国主義

的な海外進出を意図した。昆布の持つ意義としては、戦時の食料であり、飢饉の時に珍重

される医薬的な食料であり、現在は、福島原発事故を境として、放射能対策食品の地位を

占めている。 
 昆布の評価基準も古色蒼然たる感覚的なうまみ論から、用途別うまみ度を評価する時代

に移行しているのではないか。水産資源である昆布を主体とする「フード特区」構想はこ

こからスタートせねばならないと思うのだ。 
 
⑤ 増税時代には生産者の協業化が必要となる 
 
 日本はデフレ経済が 20 年も続いていると言われている。国債 1,000 兆円、年金基金は

枯渇しつつあると言われている。それを何とかする為に消費税は 10％になることが数年先

に実現しようとしている。東日本大震災の復旧があり、原発廃止の声が高くなっている。

この状況下にあって、水産庁の行政機関は漁連→漁協の既得権の保持を政策目標としてい

る。1 漁家 1 企業体の限界を知りながら、漁業権に固執する漁業者に対して、改革の方針

を示すこともない。沿岸漁業の一人親方家族労働偏重方針は限界点に近づきつつある。年々

生産量を拡大することもできず、後継者を育成するシステムも用意されていない。2000
年以降、漁業者の離職は深刻となっている。地域の考え方を変えない限り、生産量も減少

し、過疎化はますます激しくなる。 
 1,000 軒の漁家があるのであれば、200 程度の経営体に集約することである。漁師は口々

に言うのである。「協同事業は絶対に無理！」と。何故漁協があるのか。本来的には、一人

は万人のため、万人は一人のための理想を掲げ、地域社会を守ることではなかったのか。 
 漁連→漁協→漁協組合員の垂直型統制論は限界点に到達している。沿岸漁業のあり方を

問う時、函館市は昆布 IQ 制度からの撤退と漁業権の自由参入システムを構築することで

あろう。地域内分業論を漁協に問うことと、漁工一体化システムの下に六次産業化に向か

う諸体制を設定することであろう。 
 
 
⑥ 函館市南茅部地区に昆布事業の集約を図る 
 
 南茅部地場産業振興センター設立時の加工生産額の目標は、全生産高 4,000 トンの 5％
を加工することであった。年産額は 5 億円であった。相次ぐ不祥事があり、一時的な苦境 
を体験後、現在では、地域産業として、昆布加工高は、南茅部地区全体で 300 トンを超え

ているのではないだろうか。各社は独自ブランドでスーパー、生協、通販等に売り込んで

いる。乾物加工分野は京阪神の加工技術を十分に吸収している。次は高次加工に移る段階

に来ている。即ち、医薬品向けの抽出技術であり、粉末昆布のメッシュ数を 100 から極微

細粒子に至るまでの加工である。 
 生産段階で廃棄される生昆布は 5,000 トン程度であろう。この回収システムを確立し、

乾燥工程を合理化して、粉末昆布を生産する。300～400 トンの可能性がある。エキス抽

出についても、促成真昆布を原料として、600 円/kg の超安価な昆布を生産する。これも

300～400 トンである。現在の未利用資源、無価値評価された昆布を現金化するのである。

300～400 トンの粉末昆布とエキス抽出事業で販売高は 12 億～16 億円程度となる。国産

品として 2,000 円/kg 基準である。 
 工場運営のための収支計算はこれからであるが、投資 10 億円で地場産業の骨格ができ

る可能性が高い。国内向け加工と輸出向け商品を研究して、果敢に市場へ参入する時代に
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はいっているのだ。 
 今回、マルハニチロの化成部より、調査・研究の依頼が来ている。まだ、可能性を考え

て欲しいという段階である。東日本大震災で石巻のエキス抽出工場が全壊してしまってい

る。地域再生を目指すには、大手企業との合弁事業も一つの生きる道であろう。 
 常に考慮しなくてならないことは、漁協の保守的体質と改革を拒否する姿勢である。 
南茅部が函館市に吸収合併されたが、その当時のリーダーが未だに中心に座っている。若

手が経営に参画する動きはないに等しい。60～70 代になる漁協経営者に革新を問うことは

できないか。 
 函館市の肝いりで水産関係の研究機関は沢山あるのだが、それを利用することもない。

学者を巧みに操る技術体系が存在しないのだ。生産者の生の声を通訳して伝えてくれる人

材が存在していないのだ。現場第一主義は良いのだが、新たな手法を取り入れながら生産

拡大、収支拡大の道を切り開くという逞しさが欲しいのである。 
 
 
⑦ 函館市の国際交流に「昆布」の活用 
 
 函館市に吸収合併された旧南茅部町、恵山町、戸井町、椴法華町の過疎化の進行は著し

い勢いとなっている。仕事がないのだ。函館市では生活保護世帯が増加の一途となってい

る。この現実は少子高齢化が進み限界集落化が進む事を意味している。 
 各地域の学校は統廃合されて行く。現在の半分になるのであろう。残った施設をどのよ

うに再生させるかが問われている。ここに国際センター的な機能を加えて語学交流や縄文

研究の拠点にするべきであろう。 
 特に、沿岸漁業のノウハウを伝えながら、沿岸漁業大学の国際版を模索してはどうかと

思っている。 
 その一番目の交流先はロシアであろう。ロシア人の函館に対する思いは函館市民が想像

する以上のものだ。明治維新以前からニコライ神父の報告書は函館発となっていた。ロシ

アの公文書館に残る「日本」は「函館」であった。高田屋嘉兵衞の民間外交はゴロウニン

の「日本幽囚記」となる。リカルドとの信頼関係は歴史的秘話として語り継がれてきた。

更に、ウラジオストックとの戦前における交流、ロシア極東の鮭鱒漁業における日露間の

紛争も函館の日露漁業史として捉えられている。第二次世界大戦の結果、樺太からの帰国

者は真岡に集結させられて、日本の土を踏んだのも函館である。歴史の様々な場面でロシ

アと函館は共通の歴史事実を共有してきた。それが故に、ロシア極東大学が函館に建設さ

れ、現在はロシア人教授が活躍している。 
 私は 16 年間、サハリンと関わってきた。昆布の生産方法を指導してきた。のべ 300 人

以上のロシア人に昆布のイロハを教えてきた。サハリンは軍事優先の島であり、北方四島

を管理する州政府を有している。函館市との交流も続いているが、函館⇔ユジノサハリン

クスとの航空路は現在休眠となっている。その復活を願うのである。 
 戦前、樺太の昆布漁は道南の出稼ぎ労働者が担っていた。本斗、真岡、大泊は著名な産

地であった。隔年の豊凶差があり、南茅部の漁師も昆布漁をやっていた。80 歳代の老漁師

は樺太の海で、日中昆布採取をした思い出を語っている。 
 サハリンのロシア人は昆布養殖事業に着目している。日本の養殖技術を移転させていく

時代要請がある。昆布で海の畑作りを学び、帆立や牡蠣の無給餌養殖を共同事業化させる

ことだ。近くて遠い隣国ロシアを身近に感じるためには共に暮らすことから始まる。北方

四島解決の夢が託されることとなる。 
 昆布の国際化を図るためには先ず第一にやることは「函館産昆布」に統一する考え方で
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ある。新たな製品企画は、産地加工システム確立に伴う製品の多種多様な広がりを示して

ゆく。その対応と昆布の国際市場を形成する担い手であることを世界中に発信することで

あることであろう。 
 函館市は環境資源で生きてゆくことと豊富な水産資源を活用して高所得を得る方向に進

むべき時代となっている。その魁が「水産特区」の実践であろう。 
 
終章として 
 
 2012 年 6 月 2 日、東京海洋大学で「海の森づくり」のシンポジウムに参加し、「サハリ

ン昆布の現状と南茅部の昆布養殖の実態」を報告した。2013 年は函館市において「海の森

づくり」の大会を開催したいとのことであった。過去においてもその依頼はあったのだが、

各団体からの支援を得ることができなかったため、実施されてこなかった。 
 私は南茅部町時代の地場産業振興センターや昆布加工センター設立に対し、私財を投じ

て活動してきた。色々な方々の支援も受けてきた。もちろん、公官庁の協力もあった。民

間企業の支援もあった。しかし、本質的な行動に伴う経費については、自弁であった。 
 今回の特区構想については、私の経験を活かす最後の仕事であると考えている。16 年間

のサハリン昆布開発事業も苦しい資金繰りの中でやってきた。ロシア人の友情、ロシアと

聞けば投資等考えない日本企業の中でも協力してくれた人々がいる。その存在があって続

けてくることができた。 
 21 世紀は「食料・環境」の世紀であると言われてきた。昆布は生命のゆりかごであり、

光合成により 5.4cc/1000 リットルの酸素供給源となる存在である。微量酸素供給により水

産動植物は生命を維持し続けて来た。その昆布は日本人の靈性を高めるものであり、世界

の食文化に「うまみ文化」をもたらしてきた。この【うまみ】こそ、日本人の」誇りたる

食の感性となっている。 
 昆布を職業として捉えて、40 年になろうとしている。南茅部の昆布の歴史は縄文 10,000
年に遡ると言われている。今こそ昆布の有効性を世界中に発信する時代となっている。  
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